
京都府国土利用計画・土地利用基本計画（素案）に対する府内市町村からの意見取りまとめ 
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部
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修 文 
上段：市町村案 
下段： 対応案  

対応 

綾
部
市
① 

 
●P28-29 
特に市街地においては、道路緑化の推進等により、良好な沿
道環境の保全・創造に努める。 

 

 
道路の緑化の重要性は一定理解しているところであ
るが、近年では成長した街路樹が交通の妨げになっ
たり、維持管理の負担などが問題になってきている
ところであり、特に周囲を緑に囲まれた北部の市街
地では、必ずしも道路緑化が必要とは言えないとこ
ろがある。 
 

 
特に市街地においては、地域の状況に応じて道路緑化の推進など、良好
な沿道環境の保全・創造に努める。 
 

 
◇反映せず 
 

→周囲の緑の多寡にかかわらず、道路緑化は歩道等に緑陰をつくるため
や、遮光、交通分離等円滑な道路交通の確保のため整備が進められてい
るので、記載しないものとする。 

綾
部
市
② 

 
●P29 
 住宅地の整備に際しては、世帯数が計画期間中に減少に転
じると見込まれるため、土地利用の高度化、低未利用土地の
活用、空き家の活用・除却を推進し、農地や森林等からの転
換は抑制しつつ、必要な用地を確保する。 

 
既成市街地内の空家空き地の活用を進める一方で、
市街地周辺の一定の農地等は宅地への利用転換によ
って一定の宅地を確保、人口を市街地に集積してい
く方針を持っている。可能であれば「地域事情に応
じて」という表現を加えていただきたい。 
 

 
農地や森林等からの転換は地域の状況を踏まえて抑制を図りながら、必
要な用地を確保する。 
 

 
◇意見を踏
まえ修正 

 
→市町村要望どおりに修正 

綾
部
市
③ 

 
●P33 

道路については、公共・公益施設の共同溝への収容や無電
柱化、既存道路空間の再配分等により、道路空間の有効利用
を図るとともに、道路緑化等の推進による良好な道路景観の
形成を図る。 
 

 
同上 

 
道路については、公共・公益施設の共同溝への収容や無電柱化、既存道
路空間の再配分等により、道路空間の有効利用を図るとともに、地域の
状況に応じ道路緑化等の推進による良好な道路景観の形成を図る。 

 
◇反映せず 

→周囲の緑の多寡にかかわらず、道路緑化は歩道等に緑陰をつくるため
や、遮光、交通分離等円滑な道路交通の確保のため整備が進められてい
るので、記載しないものとする。 

綾
部
市
④ 

 
●P33 
特に、人口減少下にもかかわらず農地や森林等から宅地等へ
の転換が依然として続いている一方、都市の低未利用土地や
空き家等が増加していることにかんがみ、これらの有効活用
等を通じて、農地や森林等からの転換を抑制する。 

 
同上 

 
これらの有効活用等を通じて、農地や森林等からの転換を出来るだけ抑
制する。 

 
◇意見を踏
まえ修正 
 
 

 
→特に、人口減少下にもかかわらず農地や森林等から宅地等への転換が
依然として続いている一方、都市の低未利用土地や空き家等が増加して
いることにかんがみ、地域の実情に応じ、これらの有効活用等を通じて、
農地や森林等からの転換を抑制する。 

向
日
市
① 

 
●P25-26 

乙訓地域(向日市・長岡京市・大山崎町)では、文化・芸術
の力を生かし、アートとテクノロジーを融合させた新たな産
業を創造し、起業を促すとともに、次世代を担う起業家や企
業の中核を担う人材育成を進めるアート&テクノロジー・ヴ
ィレッジ京都の推進を図る。 

 
 

 
京都府において、令和１０年度を目標に京都アリー
ナ（仮称）の整備を計画されており、地域の交流や
賑わいの拠点として、本市に大きな経済効果を波及
させるものであることから、防災や地域活性化の面
で京都府の土地利用の基本方針に合致すると考えた
ため。 
 

 
乙訓地域(向日市・長岡京市・大山崎町)では、向日町競輪場用地を活

用して、レジャーや憩いの場、スポーツ活動の促進や地域防災の拠点等
の機能を併せ持った屋内スポーツ施設（アリーナ）の整備を目指す。 

 
◇意見を踏
まえ修正 

 
→乙訓地域では、向日町競輪場用地の再整備に伴い、レジャーや憩い

の場、スポーツ活動の促進や地域防災の拠点等の機能を併せ持った屋内
スポーツ施設の整備を進めるとともに、文化・芸術の力を生かし、アー
トとテクノロジーを融合させた新たな産業を創造し、起業を促すととも
に、次世代を担う起業家や企業の中核を担う人材育成を進めるアート＆
テクノロジー・ヴィレッジ京都の推進を図る。 

向
日
市
② 

 
●P26 

また、幹線道路等の都市基盤の整備や地域と連携した環境
にやさしいまちづくりを進めるとともに、京都市内観光との
連携強化に取り組む。 
 

 
本市では、市の最上位計画「ふるさと向日市創生計
画」に、“土地利用の転換による事業所の誘致事業
の推進”を位置づけ、現在、地権者等の意向を踏ま
えながら、営農環境の保全・向上に資する農地集約
と新たな産業集積に資する土地利用の転換を、市街
化調整区域における地区計画制度により実施する取
組を推進しているため。 

 
幹線道路等の都市基盤の整備や、産業の集積に資する計画的な土地利

用の推進及び、地域と連携した環境にやさしいまちづくりを進めるとと
もに、京都市内観光との連携強化に取り組む。 

 
◇意見を踏
まえ修正 

 
→市町村要望どおりに修正 


